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川内川水系流域治水プロジェクト

【最終とりまとめ】※個別対策

～川内川水害に強い地域づくりを推進するためのハード・ソフト対策の確実な実施～



氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

川内川水系流域治水プロジェクト
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河川整備の主な箇所（天辰第二地区まちづくり一体型引堤事業） 【国土交通省例】河川整備の主な箇所（天辰第二地区まちづくり一体型引堤事業） 【国土交通省例】

川内川水系流域治水プロジェクト【最終とりまとめ】
～川内川水害に強い地域づくりを推進するためのハード・ソフト対策の確実な実施～

実施箇所

川内川

県道迂回路（R2.3完成）
※現在の堤防

新しい堤防
（整備中） 都市計画道路

（整備中）

区画整理事業（整備中）
※ 摩川内市

【令和2年12月末撮影】

○ 地域住民や利活用団体等との意見交換会を行い、景観や河川利活用に配慮した整備内容を検討。

地域住民との意見交換会の状況（R2.10.4） 現地確認状況（R1.10.3）

天辰第二地区

事業実施中 L=1.3km事業実施中 L=1.3km

大小路地区

中郷・瀬口地区

天辰第一地区 天辰第二地区

事業実施中
L=1.5km

事業実施中
L=1.5km

※上図のイメージ図は、一般的な概要説明資料であり、本地区のイメージ図ではない。
詳細な場所や施設等の詳細については、今後、関係機関と調整の上決定する予定。

区分 対策内容 実施内容 事業主体
⼯ 程

短 期 中 期 中⻑期
氾濫をできるだけ
防ぐ・減らすための対策 洪⽔氾濫対策 引堤整備、樋⾨整備、河川

防災ステーション整備 等 国⼟交通省、薩摩川内市 2

■ 施工状況■ 施工状況

河川防災ステーション

河川防災ステーションの事例（イメージ図）※国交省HPより引用



←市山川

至：鶴田ダム

伊佐市

湧水町

河川整備の主な箇所（伊佐市・湧水町管内河道掘削事業） 【国土交通省の事例】河川整備の主な箇所（伊佐市・湧水町管内河道掘削事業） 【国土交通省の事例】

川内川水系流域治水プロジェクト【最終とりまとめ】
～川内川水害に強い地域づくりを推進するためのハード・ソフト対策の確実な実施～

実施箇所

3【令和2年12月末撮影】

区分 対策内容 実施内容 事業主体
⼯ 程

短 期 中 期 中⻑期
氾濫をできるだけ
防ぐ・減らすための対策 洪⽔氾濫対策 河道掘削・樹⽊伐採 等 国⼟交通省 等

横断図(施工イメージ)

▽計画高水位

▽平水位

樹⽊伐採
河道掘削

整備前（令和2年1月時点）

R2.12 河道掘削
（整備中）

R2.1

整備中（令和2年12月時点）【継続中】

■ 施工状況■ 施工状況

※施工範囲や施工イメージは、今後の調査・解析・設計等により変更となる可能性があります。



下方井堰

現況写真

②

①

川内川

②

平成23年9月台風15号の出水状況

①

道路冠水状況

実施箇所

○下方井堰は洪水流下の阻害になっているため、今後、流下能力向上のために堰の
改築が必要。現在、調査・設計中。

項目 諸元等 備考

河川位置 川内川115k137

管理者 下方土地改良区 許可工作物

目的 農業用取水 許可水利権

構造形式 コンクリート固定堰 土砂吐ゲート有

現堰の諸元表

川内川水系流域治水プロジェクト【最終とりまとめ】
～川内川水害に強い地域づくりを推進するためのハード・ソフト対策の確実な実施～

河川整備の主な箇所（下方井堰改築事業） 【国土交通省の事例】河川整備の主な箇所（下方井堰改築事業） 【国土交通省の事例】

4【令和2年12月末撮影】

区分 対策内容 実施内容 事業主体
⼯ 程

短 期 中 期 中⻑期
氾濫をできるだけ
防ぐ・減らすための対策 洪⽔氾濫対策 堰改築 国⼟交通省 等



川内川水系流域治水プロジェクト【最終とりまとめ】
～川内川水害に強い地域づくりを推進するためのハード・ソフト対策の確実な実施～

5【令和2年12月末撮影】

区分 対策内容 実施内容 事業主体
⼯ 程

短 期 中 期 中⻑期
氾濫をできるだけ
防ぐ・減らすための対策 洪⽔氾濫対策 築堤、護岸整備、

橋梁架替 等 ⿅児島県

河川整備箇所 【鹿児島県の事例】河川整備箇所 【鹿児島県の事例】

鶴田ダム（国）

薩摩川内市

さつま町

伊佐市

湧水町

麦
之
浦
川

えびの市

○洪水氾濫対策として，川内川下流域では麦之浦川で，上流域では針持川と羽月川，市山川，会田川で護岸整備や
橋梁架替等の整備を進めていく。

羽月川

整備内容：河道掘削 等 整備内容：河道掘削、護岸整備 等

市山川

整備内容：河道掘削 等

会田川

整備内容：築堤、護岸整備、橋梁架替 等

針持川

整備内容：築堤、護岸整備、橋梁架替 等

麦之浦川

■ 対策状況■ 対策状況 ■ 対策状況■ 対策状況

県道 栗野加治木線

綿打川

会田川

■ 対策状況■ 対策状況

■ 対策状況■ 対策状況

■ 対策状況■ 対策状況

河道掘削



鶴田ダム（国）

摩川内市

さつま町

伊佐市

麦
之
浦
川

えびの市

川内川水系流域治水プロジェクト【最終とりまとめ】
～川内川水害に強い地域づくりを推進するためのハード・ソフト対策の確実な実施～

6【令和2年12月末撮影】

区分 対策内容 実施内容 事業主体
⼯ 程

短 期 中 期 中⻑期
氾濫をできるだけ
防ぐ・減らすための対策 洪⽔氾濫対策（災害関連） 護岸整備 等 ⿅児島県

○令和２年７月豪雨により，家屋等の甚大な浸水被害が発生した百次川・勝目川，山野川では，再度災害防止を図るた
め，災害関連事業により整備を進めていく。

整備内容：河道掘削、護岸整備 橋梁架替 等

山野川百次川・勝目川

整備内容：堤防嵩上げ、護岸整備 等

■ 被災状況■ 被災状況

■ 被災状況（勝目川）■ 被災状況（勝目川）

■ 被災状況（百次川）■ 被災状況（百次川）

河川整備箇所（災害関連事業） 【鹿児島県の事例】河川整備箇所（災害関連事業） 【鹿児島県の事例】



川内川水系流域治水プロジェクト【最終とりまとめ】
～川内川水害に強い地域づくりを推進するためのハード・ソフト対策の確実な実施～

7【令和2年12月末撮影】

区分 対策内容 実施内容 事業主体
⼯ 程

短 期 中 期 中⻑期
氾濫をできるだけ
防ぐ・減らすための対策 洪⽔氾濫対策 河道掘削、樹⽊伐採 宮崎県

樹木繁茂や土砂堆積の流下阻害等で洪水氾濫による被害が生じる恐れのある箇所について、
樹木伐採や河道掘削を実施する。

上流域・小林土木事務所管内

池島川【実施前】 池島川【実施後】

対象河川 工区名等

西境川 島内地区

池島川 末永地区

川北川 東川北地区

長江川 西長江浦地区

鉄山川 下大河平地区

湯の川 昌明寺地区

対
象
河
川
一
覧

河川整備箇所 【宮崎県の事例】河川整備箇所 【宮崎県の事例】



川内川水系流域治水プロジェクト【最終とりまとめ】
～川内川水害に強い地域づくりを推進するためのハード・ソフト対策の確実な実施～
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川内川水系 河川管理施設：７３施設

区分 対策内容 実施内容 事業主体
⼯ 程

短 期 中 期 中⻑期
氾濫をできるだけ
防ぐ・減らすための対策 洪⽔氾濫対策 河川管理施設の⽼朽化対策 ⿅児島県

水門や樋門等の老朽化に伴う更新費用の増大に対して，施設の長寿命化を
計画的に行うことにより，ライフサイクルコストの縮減を図る。

※上流域：鶴田ダムより上流
下流域：鶴田ダムより下流

現況写真

上流域 下流域 計

河川数 41 65 106

河川延長 165.6 346.5 512.1

河川管理施設 35 38 73

（内扉体面積5㎡以上） 4 12 16

（内扉体面積5㎡未満） 31 26 57

川内川水系（県管理河川）管理施設数

河川管理施設の老朽化対策等 【鹿児島県の事例】河川管理施設の老朽化対策等 【鹿児島県の事例】



川内川水系流域治水プロジェクト【最終とりまとめ】
～川内川水害に強い地域づくりを推進するためのハード・ソフト対策の確実な実施～

いのちとくらしを守る土砂災害対策の推進 【鹿児島県の事例】いのちとくらしを守る土砂災害対策の推進 【鹿児島県の事例】
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区分 対策内容 実施内容 事業主体

⼯ 程
短 期 中 期 中⻑期

氾濫をできるだけ
防ぐ・減らすための対策 ⼟砂災害対策 いのちとくらしを守る⼟砂災害対

策の推進 ⿅児島県、宮崎県 9

砂防関係施設の整備

○社会・活動を支える地域の基礎的なインフラの集中保全

・ハード施設により確実に「いのち」を守ることに加え、物流ネットワークや
電力、水道、通信、学校、病院など「くらし」に直結する基礎的なインフラ
を集中的に保全

○土砂・洪水氾濫対策の推進

・上流域から流出した多量の土砂が谷出口より下流の河道に堆積し，
河床上昇・河道埋塞により引き起こされる土砂，泥水及び流木の氾濫
発生を防止

急傾斜地崩壊対策事業（さつま町）砂防事業（さつま町）
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いのちとくらしを守る土砂災害対策の推進 【宮崎県の事例】いのちとくらしを守る土砂災害対策の推進 【宮崎県の事例】

区分 対策内容 実施内容 事業主体
⼯ 程

短 期 中 期 中⻑期
氾濫をできるだけ
防ぐ・減らすための対策 ⼟砂災害対策 いのちとくらしを守る⼟砂

災害対策の推進 ⿅児島県、宮崎県 10

○流域における荒廃地域の保全を行うとともに、下流河川の河床上昇を防ぎ、土砂流出による
災害から人命等を守ることを目的として砂防堰堤の整備を実施する。

実施地区：大河平谷川
ほか２渓流

【施工イメージ】

【位置図】

川内川水系流域治水プロジェクト【最終とりまとめ】
～川内川水害に強い地域づくりを推進するためのハード・ソフト対策の確実な実施～
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森林整備による流出抑制対策 【森林研究・整備機構の事例】森林整備による流出抑制対策 【森林研究・整備機構の事例】

区分 対策内容 実施内容 事業主体
⼯ 程

短 期 中 期 中⻑期
氾濫をできるだけ
防ぐ・減らすための対策

森林整備・保全、
治⼭施設の整備

森林整備による流出抑制
対策

林野庁、森林研究・整備機構、
⿅児島県、宮崎県 等

11

川内川水系流域治水プロジェクト【最終とりまとめ】
～川内川水害に強い地域づくりを推進するためのハード・ソフト対策の確実な実施～
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区分 対策内容 実施内容 事業主体

⼯ 程
短 期 中 期 中⻑期

氾濫をできるだけ
防ぐ・減らすための対策

森林整備・保全、
治⼭施設の整備

森林整備による流出抑制
対策

林野庁、森林研究・整備機構、
⿅児島県、宮崎県 等

12

森林整備による流出抑制対策 【宮崎県の事例】森林整備による流出抑制対策 【宮崎県の事例】

○取 組 名 河川上流域（⺠有林）における防災・保⽔機能を発揮させる森林整備・治⼭対策
○事業名 森林整備事業・治⼭事業
○取組状況 再造林、保育(下刈り、間伐等)、治⼭ダム、⼭腹⼯等

荒廃森林（裸地化）

樹⽊成⻑ 下層植⽣繁茂
【流域治⽔への事業効果等】
（保⽔機能効果）

荒廃した⼈⼯林を間伐することにより、
⼟壌の孔隙量が増え、保⽔機能が向上する。

（防災・減災効果）
間伐等の適切な森林整備により、下層植⽣が繁茂し、
降⾬に伴う⼟砂流出を抑制するほか、流⽊の流出等に
よる被害を防⽌する。
伐採後の速やかな再造林により、裸地化による⽔⼟

保全機能の低下を防⽌する。
治⼭ダムや⼭腹⼯により⼟砂や流⽊等の流出を防⽌

するとともに保安林の整備により、森林の⽔源涵養機
能や洪⽔緩和機能等を発揮させる。⼭腹⼯による⼟砂流出防⽌対策

着⼿前

完 成

保安林整備による根系発達

【川内川流域の森林の状況】 （えびの市）
森林⾯積： ２０，２３５ha

国有林： １０，８１１ ha
⺠有林： ９，４２４ ha

【川内川流域の森林保全･整備の実施状況】
（令和元年度）
再造林 ： ４４ha 渓間⼯ １箇所
下刈り ： ７５ha
除間伐 :   ６８ha

川内川⽔系に係る
⺠有林の分布状況
（宮崎県えびの市）

流⽊及び⼟砂を捕捉した治⼭ダム

川内川水系流域治水プロジェクト【最終とりまとめ】
～川内川水害に強い地域づくりを推進するためのハード・ソフト対策の確実な実施～



○人工造林（再造林）などの森林整備を行い，保水機能の維持を通じて，土砂や流木等の流出抑制を図る。
○治山施設の整備による森林の復旧を行い，下流への土砂流出抑制を図る。

【森林整備イメージ】

整備前 整備後

豪雨等に伴う山地災害■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
・森林整備による流出抑制対策
・治山施設整備による土砂流出抑制対策

間 伐

人工造林（再造林）

治山施設の整備（渓間工・山腹工）

下流圏域

上流圏域

治山施設整備

治山施設整備

治山施設整備による土砂流出抑制対策 等 【鹿児島県の事例】治山施設整備による土砂流出抑制対策 等 【鹿児島県の事例】

区分 対策内容 実施内容 事業主体
⼯ 程

短 期 中 期 中⻑期

氾濫をできるだけ
防ぐ・減らすための対
策

森林整備・保全、
治⼭施設の整備

森林整備による流出抑制対策 林野庁、森林研究・整備機構、
⿅児島県、宮崎県 等

治⼭施設整備による⼟砂流出抑制対策 ⿅児島県、宮崎県
13

【治山施設整備イメージ】

川内川水系流域治水プロジェクト【最終とりまとめ】
～川内川水害に強い地域づくりを推進するためのハード・ソフト対策の確実な実施～



ため池の治水利用 【 摩川内市の事例】ため池の治水利用 【 摩川内市の事例】

区分 対策内容 実施内容 事業主体
⼯ 程

短 期 中 期 中⻑期
氾濫をできるだけ
防ぐ・減らすための対策 流域の⾬⽔貯留機能の向上 ため池の治⽔利⽤・補修 関係市町

薩摩川内市中郷地区は、平成12年完成の⼟地区画整理事業により宅地化が進み冠⽔の危険性が⾼まり、平成18年7⽉
豪⾬により冠⽔被害が発⽣。これを機に、中郷川上流にある上池・下池を洪⽔調節施設とした内⽔処理対策を実施。

中郷上池・下池の洪⽔調節効果について

14

川内川水系流域治水プロジェクト【最終とりまとめ】
～川内川水害に強い地域づくりを推進するためのハード・ソフト対策の確実な実施～



えびのＩＣ▼
九州自動車道

▼道の駅えびの

調節池

産業団地

当該箇所

宮崎県えびの市による産業団地造成時において、造成による流出量の増加を防ぐために⼀時的に貯⽔するための調
整池を整備し、異常洪⽔時でも調整池⾃体の安全を確保した上で洪⽔を処理できるよう、⾬量確率1/200相当の1.2倍
の⾬量を想定した洪⽔吐施設を設置。

洪水吐

現況流出量約3.2m3/s

開発後の流出量約2.8m3/s
（調節地の効果で、現況より流出量抑制される）

開発後現 況

調整池

川内川では、「防災・減災、国⼟強靱化のための
３ヶ年緊急対策」にて河道掘削を実施しており、⼤量
の⼟砂が発⽣したが、当該産業団地整備事業へ運搬し
たことにより、⼟砂の有効活⽤を図った。

開発行為に伴う流出増対策の強化 【えびの市の事例】開発行為に伴う流出増対策の強化 【えびの市の事例】

区分 対策内容 実施内容 事業主体
⼯ 程

短 期 中 期 中⻑期
氾濫をできるだけ
防ぐ・減らすための対策 流域の⾬⽔貯留機能の向上 開発⾏為に伴う流出増対策

の強化 関係機関 15

令和3年2⽉9⽇撮影（完成時）※えびの市撮影

令和元年9⽉撮影（着⼯時）

川内川水系流域治水プロジェクト【最終とりまとめ】
～川内川水害に強い地域づくりを推進するためのハード・ソフト対策の確実な実施～



雨水貯留施設の検討・整備（ほ場整備等による機能向上等） 【宮崎県の事例】雨水貯留施設の検討・整備（ほ場整備等による機能向上等） 【宮崎県の事例】

川内川

川内川

東原⽥地区🚁
現在の状況で⻄
側より撮影

🚁

東原⽥地区飯野麓東部地区

⻲沢地区

○ほ場整備により農地の区画拡⼤を実施する中で排⽔桝(ます)や排⽔路を整備し、⽔⽥がもつ貯留機能を向上
○⽤排⽔路を整備することで⼭腹からの⾬⽔をスムーズに排⽔し、周辺地域の被害を軽減

ほ場整備：２箇所

⽤排⽔路の整備：１箇所

･･･川内川⽔系河川区域多⾯的機能⽀払制度を活⽤した⽀援

農業農村整備事業【位置図】

農業農村整備事業を計画的に実施し、農業の多⾯的機能を発揮

実施内容 受益⾯積 地区名 備 考
ほ場整備 61.0ha 東原⽥、飯野麓東部(R4) R2〜

⽤排⽔路整備 38.6ha ⻲沢（R4) R4〜
(※R2事業管理計画より)

区分 対策内容 実施内容 事業主体
⼯ 程

短 期 中 期 中⻑期

氾濫をできるだけ
防ぐ・減らすための対策 流域の⾬⽔貯留機能の向上

ほ場整備、⽤排⽔路の整備、多⾯的機
能⽀払制度を活⽤した地域資源の質的
向上を図る共同活動の⽀援

関係機関 16

川内川水系流域治水プロジェクト【最終とりまとめ】
～川内川水害に強い地域づくりを推進するためのハード・ソフト対策の確実な実施～



17

道路等の透水性舗装整備 【伊佐市の事例】道路等の透水性舗装整備 【伊佐市の事例】

区分 対策内容 実施内容 事業主体
⼯ 程

短 期 中 期 中⻑期
氾濫をできるだけ
防ぐ・減らすための対策 流域の⾬⽔貯留機能の向上 道路等の透⽔性舗装整備 関係機関 17

伊佐市では、曽木の滝公園や忠元公園内の園路舗装にて透水性舗装を一部採用している。
近年では、平成18年、平成23年豪雨を経験しており、令和2年7月豪雨では、山野観測所にてこれを

上回る雨量を観測した。
今後も気候変動による降雨量の増大や水害の激甚化、農地の市街地化による流出量の増加も予想さ

れるため、中長期的な整備方針として、公共施設における駐車場等の更新時に雨水の流出抑制対策と
なる透水性舗装の切替も検討していく。

忠元公園 園路の透水性舗装曽木の滝公園 園路の透水性舗装

川内川水系流域治水プロジェクト【最終とりまとめ】
～川内川水害に強い地域づくりを推進するためのハード・ソフト対策の確実な実施～



0k000

2k000

2k200

銀杏木川

冠水地域

18

支川の流出抑制対策等【 摩川内市の事例】支川の流出抑制対策等【 摩川内市の事例】

18

冠水地域

（平成17年）

周辺の宅地化が進み
遊⽔地が減少

一級河川川内川の支流である銀杏木川は、0k000～2k200地点まで県管理区間で、その内2k000地点までは河川改修（1/30年
確率）が完了。 摩川内市管理区間は昭和53年に1/5年確率で河川改修を行ったが、その後の都市化に伴い流域内の土地利用
状況が大きく変化し、沿川の一部地域では集中豪雨により冠水が発生。これを機に、平成30年度及び令和元年度に銀杏木川流
域の再調査、流下能力の算定及び冠水の主原因の調査を行い、その内水対策について検討を実施。

【冠水の主原因】
・流域が広い
・縦断勾配がない（1/3,000）
・河川断面が小さい
・元々の標高が低く、その他の河川に接続できない
・河積阻害となるネックポイントがある

【内水対策検討案】
①流域変更
②護岸の嵩上
③分水路を設ける
④遊水地を設ける
⑤流末変更

⑤流末変更

①流域変更

①流域変更

④遊水地

②護岸嵩上
③分水路

③分水路

ネックポイント（約4.4m3/s）

(昭和55年）

【計画排水路検討図】位 置 図

18
区分 対策内容 実施内容 事業主体

⼯ 程
短 期 中 期 中⻑期

氾濫をできるだけ
防ぐ・減らすための対策 流域の⾬⽔貯留機能の向上 ⽀川の流出抑制対策等 関係機関

川内川水系流域治水プロジェクト【最終とりまとめ】
～川内川水害に強い地域づくりを推進するためのハード・ソフト対策の確実な実施～



利水ダム等４ダムにおける事前放流等の実施、体制構築 【国土交通省 等】利水ダム等４ダムにおける事前放流等の実施、体制構築 【国土交通省 等】

区分 対策内容 実施内容 事業主体
⼯ 程

短 期 中 期 中⻑期
氾濫をできるだけ
防ぐ・減らすための対策 流⽔の貯留機能の拡⼤ 利⽔ダム等４ダムにおける事

前放流等の実施、体制構築 関係機関 19

十曽ダム

鶴田ダム

川内川第二ダム

清浦ダム

川内川水系流域治水プロジェクト【最終とりまとめ】
～川内川水害に強い地域づくりを推進するためのハード・ソフト対策の確実な実施～



樋門・樋管の高度化（遠隔化・自動化） 【国土交通省の事例】樋門・樋管の高度化（遠隔化・自動化） 【国土交通省の事例】

区分 対策内容 実施内容 事業主体
⼯ 程

短 期 中 期 中⻑期
氾濫をできるだけ
防ぐ・減らすための対策 持続可能な河川整備の検討 樋⾨・樋管の⾼度化（遠隔

化・⾃動化）検討
国⼟交通省、⿅児島県、
宮崎県、関係市町

【無動力化のイメージ】

○樋門・樋管の無動力化への展開

洪水時に人為的操作を伴わず無動力で開閉する

・高齢化等により、操作人の確保が困難
・急激な水位上昇時の際の操作遅れの懸念

球磨川の事例（令和2年7⽉豪⾬）

熊本⽇⽇新聞（R2.8.2）

20

川内川水系流域治水プロジェクト【最終とりまとめ】
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被害対象を減少させるための対策被害対象を減少させるための対策

川内川⽔系流域治⽔プロジェクト
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災害リスクを考慮した立地適正化計画の策定・見直し【 摩川内市の事例】災害リスクを考慮した立地適正化計画の策定・見直し【 摩川内市の事例】

区分 対策内容 実施内容 事業主体
⼯ 程

短 期 中 期 中⻑期
被害対象を減少させるため
の対策

リスクの低いエリアへ誘導
／住まい⽅の⼯夫

災害リスクを考慮した⽴地
適正化計画の策定・⾒直し 関係機関

浸⽔⾼さ

⾼さの低い⼟地等において、「地区計画」による⼟地利⽤に関するルール作
りを⾏い、浸⽔被害を受けにくい家屋等の建築を誘導。

・⽴地適正化計画へ災害リスクを考慮した、防災まちづくりの将来像や⽬標等を明確にする「防災指針」を位
置付けるための検討を実施していく。
・災害リスクを軽減⼜は回避するための対策案として、「地区計画」によって⼟地利⽤に関するルール作りを
⾏うことや、周辺に⾼台がなく避難が困難な地区については垂直避難施設を設置することも含め検討。

※対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

浸⽔エリア ⽴地適正化計画

検討の結果、対策困難な地区の災害リス
クを回避する⽅策として、居住誘導区域
を除外する事や⻑期的には災害リスクが
低い地区への移転を誘導していくことも
検討する。

区域内の災害リスクを分析・課題抽出
し、必要なハード・ソフトの対策を検
討し、「防災指針」として位置付け、
それを基に持続可能なまちづくりを図
る。

都市機能誘導区域
居住誘導区域

最⼤浸⽔深3.0〜5.0m未満
最⼤浸⽔深0.5〜3.0m未満

対策案の例

川内川水系流域治水プロジェクト【最終とりまとめ】
～川内川水害に強い地域づくりを推進するためのハード・ソフト対策の確実な実施～
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輪中提区間の鹿児島県 摩川内市司野地区、南瀬地区、久住地区およびさつま町大願寺地区において建築基準法に基づ
いた建築の制限を行う「災害危険区域」の条例を制定。

摩川内市南瀬地区・久住地区の条例制定区域 さつま町大願寺地区の条例制定区域

南瀬地区

久住地区

大願寺地区

摩川内市司野地区の条例制定区域

司野地区

Ｈ２３．７．２２ 鹿児島建設新聞 摩川内市における地元説明会の様子

輪中堤

災害危険区域
（氾濫許容）

宅地

輪中堤整備状況（司野地区）

土地利用規制・誘導（災害危険区域等）、輪中堤の機能維持【国交省、 摩川内市、さつま町の事例】土地利用規制・誘導（災害危険区域等）、輪中堤の機能維持【国交省、 摩川内市、さつま町の事例】

区分 対策内容 実施内容 事業主体
⼯ 程

短 期 中 期 中⻑期
被害対象を減少させるため
の対策

リスクの低いエリアへ誘導
／住まい⽅の⼯夫

⼟地利⽤規制・誘導（災害危険
区域等）、輪中堤の機能維持 国交省、関係市町 23

川内川水系流域治水プロジェクト【最終とりまとめ】
～川内川水害に強い地域づくりを推進するためのハード・ソフト対策の確実な実施～
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工事残土等を活用した避難路・高台整備 【えびの市の事例】工事残土等を活用した避難路・高台整備 【えびの市の事例】

区分 対策内容 実施内容 事業主体
⼯ 程

短 期 中 期 中⻑期
被害対象を減少させるため
の対策 氾濫域での対策 ⼯事残⼟等を活⽤した避難

路・⾼台整備 えびの市、関係機関

避難駐⾞場の⾼台整備
（予定箇所）

宮崎県えびの市では、令和２年７⽉豪⾬にて浸⽔被害等が発⽣し、避難が遅れた住⺠に
対して⾃衛隊による救出等を⾏った。また、⾞の浸⽔等も多く発⽣したことを受けて、避
難駐⾞場の⾼台整備の検討を⾏っているところ。整備の際には、国⼟強靱化対策の５か年
加速化対策等で発⽣する河川の掘削⼟を活⽤することとし、えびの市・国⼟交通省で連携
を図りながら進めていく。

避難駐⾞場の⾼台整備
（予定箇所）

【令和２年７⽉４⽇１１時頃】

避難駐⾞場の⾼台整備
（予定箇所）

【令和２年７⽉４⽇１１時頃】

川内川

①

②

当該箇所

川内川水系流域治水プロジェクト【最終とりまとめ】
～川内川水害に強い地域づくりを推進するためのハード・ソフト対策の確実な実施～



■排水作業準備計画とは・・・

実際の洪水時に、氾濫状況に応じて、排水作業の進め方等を検討・決定する上での必要な基礎資料とするものであり、想定最大規模降雨で検討する。
氾濫特性を把握し、排水ポンプ車のルート、設置・待機スペース、燃料補給方法、排水先等踏まえた上で、最も効率の良い計画を作成し、その上で訓練
等に活用する。

先行して 摩川内市街部で作成し、
関係機関に共有するとともに、今後、
訓練等で活用頂く。

25

排水作業準備計画の作成・普及 【国土交通省の事例】排水作業準備計画の作成・普及 【国土交通省の事例】

区分 対策内容 実施内容 事業主体
⼯ 程

短 期 中 期 中⻑期
被害対象を減少させるため
の対策 氾濫域での対策 排⽔作業準備計画の作成・

普及 国⼟交通省、関係市町

川内川水系流域治水プロジェクト【最終とりまとめ】
～川内川水害に強い地域づくりを推進するためのハード・ソフト対策の確実な実施～



被害の軽減、早期復旧・復興のための対策被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

川内川⽔系流域治⽔プロジェクト
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教育課程に位置付けられた理科や社会科等の授業で、先生自ら授業可能な川内川を題材とした水防災学習プログラムを作成し、自ら判断して避難
することができる人材育成をし、地域防災力の向上を目指す。

①将来発生する水害に備え、川内川の水害を伝承するとともに被災時の課題を踏まえた防災教育を実施し、地域防災力の核となる人材育成を目指
す。

②教育現場、学識者と連携し、１～６年生の各学年において、理科、社会科、家庭科、生活科等の各教科に水防災視点を盛り込み、関連付け、発達段
階に応じて水防災が学べる水防災河川学習プログラムを開発。

１．⽬的

２．取組のポイント

川内川水防災河川学習プログラムの活用推進 【国土交通省の事例】川内川水防災河川学習プログラムの活用推進 【国土交通省の事例】

《授業風景》

■平成26年度から町内の全小学校（９校）で本プログラムを用いた教育課程に基づく授業を開始。
■平成28年度から 摩川内市８校で試行授業を実施し、令和元年度より 摩川内市内の全小学校（２７校）の授業にて活用開始。
■令和元年度より伊佐市全１４校の内、３校を指定校として活用開始。湧水町は、全小学校５校で活用開始。
■現在、新学習指導要領（H29改訂）の内容に合わせて、プログラム改訂中であり、令和３年度より配布予定。今後、えびの市版も作成予定。

３．取組状況

プログラム改訂案

区分 対策内容 実施内容 事業主体
⼯ 程

短 期 中 期 中⻑期
被害の軽減、早期復旧・復
興のための対策 防災学習の推進 川内川⽔防災河川学習プロ

グラムの活⽤推進 国⼟交通省、関係市町

川内川水系流域治水プロジェクト【最終とりまとめ】
～川内川水害に強い地域づくりを推進するためのハード・ソフト対策の確実な実施～



アドレス：
https://www.jma.go.jp/jma/
kishou/know/jma-
el/dounigeru.html

出前講座・防災学習の実施 【気象庁の事例】出前講座・防災学習の実施 【気象庁の事例】

区分 対策内容 実施内容 事業主体
⼯ 程

短 期 中 期 中⻑期
被害の軽減、早期復旧・復
興のための対策 防災学習の推進 出前講座・防災学習の実施 関係機関 28

川内川水系流域治水プロジェクト【最終とりまとめ】
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未作成区間の浸水想定区域図作成、及びハザードマップ作成 【 摩川内市の事例】未作成区間の浸水想定区域図作成、及びハザードマップ作成 【 摩川内市の事例】

29

令和２年７月の豪雨では、隈之城川支流の百次川、勝目川が氾濫し広い範囲で浸水するなど甚

大な被害が発生した。
これを受け、薩摩川内市では、防災対策等について専門的視点から意見を聞くために、学識経験

者や住民の代表者等で構成する薩摩川内市防災対策有識者会議を設置し、令和２年７月豪雨及
び台風１０号を参考に災害対応等を検証しながら、防災体制や関係機関との情報連携、避難に関
する情報の発表（発令）や広報、避難所のあり方、市民の意識啓発などについて、議論していただい
ているところである。
この有識者会議の中でも、浸水想定区域図の重要性、必要性について、意見が出ているところで

あり、引き続き、国・県・市で浸水想定区域図や浸水実績図の作成に取り組む必要がある。

区分 対策内容 実施内容 事業主体
⼯ 程

短 期 中 期 中⻑期
被害の軽減、早期復旧・復
興のための対策 ⼟地のリスク情報の充実 未作成区間の浸⽔想定区域図

作成及びハザードマップ作成
薩摩川内市、国⼟交通省、
⿅児島県、宮崎県、関係市町

【現地視察：令和３年１⽉２１⽇】 【第２回薩摩川内市防災対策有識者会議：令和３年１⽉２１⽇】

川内川水系流域治水プロジェクト【最終とりまとめ】
～川内川水害に強い地域づくりを推進するためのハード・ソフト対策の確実な実施～
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区分 対策内容 実施内容 事業主体

⼯ 程
短 期 中 期 中⻑期

被害の軽減、早期復旧・復
興のための対策 ⼟地のリスク情報の充実 未作成区間の浸⽔想定区域図

作成及びハザードマップ作成
薩摩川内市、国⼟交通省、
⿅児島県、宮崎県、関係市町

○作成した洪⽔浸⽔想定区域図データの提供
〇洪⽔予報河川・⽔位周知河川以外の中⼩河川についても、浸⽔想定図を作成し、⽔害リスク情報空
⽩地帯を解消していく。

○不動産関係団体を対象とした研修会を実施し、⽔害リスク情報について解説する。

⽔害リスク情報の空⽩地帯

洪水浸水想定区域図のない水害リスク情報空白地帯の解消

R2.11月実施状況

不動産関係団体を対象とした研修会での水害リスク情報の解説

未作成区間の浸水想定区域図作成、及びハザードマップ作成 【宮崎県の事例】未作成区間の浸水想定区域図作成、及びハザードマップ作成 【宮崎県の事例】
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～川内川水害に強い地域づくりを推進するためのハード・ソフト対策の確実な実施～



ため池マップ公表、ため池ハザードマップ作成 【宮崎県の事例】ため池マップ公表、ため池ハザードマップ作成 【宮崎県の事例】

31

【経緯】
今後のため池対策の進め⽅に基づく緊急時の迅速な

避難⾏動につなげる対策のひとつとして、ため池の位
置等を住⺠に知っていただくため、宮崎県内の防災重
点ため池マップを作成。
【防災重点ため池とは】
決壊した場合の浸⽔区域に家屋や公共施設等が存在

し、⼈的被害を与えるおそれのあるため池。

● ･･･ 防災重点ため池

農業用ため池マップの公表について

(令和元年５⽉末時点)

農業⽤ため池（⿊岩ため池）

ＱＲコ−ド

【農業用ため池マップ】

県 道

農業⽤ため池の総数 うち、防災重点ため池
663箇所 420箇所

H25県⼟整備部
砂防課撮影

ため池マップには、
ため池名、所在地、
貯⽔量、緊急時の連絡先を掲載

（イメージ）

区分 対策内容 実施内容 事業主体
⼯ 程

短 期 中 期 中⻑期
被害の軽減、早期復旧・復
興のための対策 ⼟地のリスク情報の充実 ため池マップ公表、ため池ハ

ザードマップ作成 関係機関
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区分 対策内容 実施内容 事業主体
⼯ 程

短 期 中 期 中⻑期
被害の軽減、早期復旧・復
興のための対策

防災情報、避難体制の検
討・連携強化

病院施設等の周辺冠⽔時に備
えた避難路・輸送路計画作成 伊佐市、関係機関 32

伊佐市では、平成18年7⽉豪⾬において、川内川流域の国道267号や県道出⽔菱刈線で冠⽔
被害が発⽣した。この路線は、県⽴北薩病院へのアクセス道路となっているため、冠⽔等
の災害発⽣時に備え、傷病者の搬送経路や備蓄⾷料等の輸送経路等について関係機関と検
討を⾏う。

平常時

国道267号 県道出⽔菱刈線

冠⽔時

国道267号 県道出⽔菱刈線

病院施設等の周辺道路の冠水時に備えた搬送経路・輸送経路計画作成 【伊佐市の事例】病院施設等の周辺道路の冠水時に備えた搬送経路・輸送経路計画作成 【伊佐市の事例】
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区分 対策内容 実施内容 事業主体

⼯ 程
短 期 中 期 中⻑期

被害の軽減、早期復旧・復
興のための対策

防災情報、避難体制の検
討・連携強化

関係機関における防災情報
連携の強化

国⼟交通省、⿅児島県、
宮崎県、関係市町

流域全体の把握のための一元化されたシステム構築

流域全体の水文情報の把握のための情報取得の強化
共有化・見える化

（災対室の環境整備、危機管理型水位計やカメラ画像の更なる活用）

【情報収集】

・支川を含む流域管内への 危機管理水位計 や カメラ の設置箇所の検討

・氾濫危険箇所、内水常襲箇所等の重点箇所に
危機管理型水位計、簡易型河川監視カメラ、３６０°カメラを設置

【情報発信】

・住民の生活圏の橋梁に「危険度レベル」の表示を
検討し設計。

・「早よ見やん川内川」（防災情報ＨＰ）を
より見やすく使いやすく改良。

橋梁への危険度レベルの表示

「早よ見やん川内川」ＰＣ版

３６０°カメラの設置

スマホ版

【国土交通省の事例】【国土交通省の事例】

関係機関における防災情報連携の強化関係機関における防災情報連携の強化
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地域住民における自主防災組織等の強化 【湧水町の事例】地域住民における自主防災組織等の強化 【湧水町の事例】
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区分 対策内容 実施内容 事業主体

⼯ 程
短 期 中 期 中⻑期

被害の軽減、早期復旧・復
興のための対策

防災情報、避難体制の検
討・連携強化

地域住⺠における⾃主防災
組織等の強化

関係市町、
⿅児島県、宮崎県

地域の課題
人口減少、高齢化

近年の災害
激甚化，長期化

地域の防災⼒の向上（⾃助・共助）
⼤規模災害が発⽣した場合、いかに地域で
対処するか。

【取組状況】
毎年，９月に消防団及び自主防災組織との合同訓練を実施。救命講習や防災講習等の各種
研修や地域内の危険箇所の確認、初期消火訓練などを行っている。

危険箇所や避難経路の確認 初期消⽕訓練 救命講習（AEDを使⽤した講習）
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区分 対策内容 実施内容 事業主体
⼯ 程

短 期 中 期 中⻑期
被害の軽減、早期復旧・復
興のための対策

防災情報、避難体制の検
討・連携強化

地域住⺠における⾃主防災
組織等の強化

関係市町、
⿅児島県、宮崎県

土砂災害警戒区域等の指定

鹿児島県土砂災害警戒区域等マップ

○地域の防災力を高める警戒避難体制の強化

・土砂災害警戒区域等の指定を進め，認知度向上を図る
・リスク情報をより分かりやすく伝えることで地域住民の理解を深めるとともに、自助・共助を強力に支援することで、地域全体の防災力を向上

土砂災害警戒区域，雨量，土砂災害警戒情報などのリスク情報の提供

土砂災害警戒区域 ：約23,000箇所
土砂災害特別警戒区域：約19,000箇所
（令和3年3月末時点）

鹿児島県河川砂防情報システム

土砂災害防災訓練 土砂災害に関する
出前講座

垂水市

志布志市

喜界町立早町小学校

南種子町立島間小学校

地域住民における自主防災組織等の強化（いのちとくらしを守る土砂災害対策の推進） 【鹿児島県の事例】地域住民における自主防災組織等の強化（いのちとくらしを守る土砂災害対策の推進） 【鹿児島県の事例】

35
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区分 対策内容 実施内容 事業主体
⼯ 程

短 期 中 期 中⻑期
被害の軽減、早期復旧・復
興のための対策

防災情報、避難体制の検
討・連携強化

マイタイムラインの作成・
⽀援

関係市町、
⿅児島県、宮崎県

36

今後，県及び市町村の防災担当職員を対象に説明会を開催予定。
それを受けて，各市町村において地域住⺠対象の説明会の開催を検討してもらい
住⺠⾃らが作成していけるよう取り組みを進めていきたい。

マイタイムラインの作成・支援 【鹿児島県の事例】マイタイムラインの作成・支援 【鹿児島県の事例】
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水位計・監視カメラの設置、防災情報の提供水位計・監視カメラの設置、防災情報の提供

37
区分 対策内容 実施内容 事業主体

⼯ 程
短 期 中 期 中⻑期

被害の軽減、早期復旧・復
興のための対策

防災情報、避難体制の
検討・連携強化

⽔位計・監視カメラの設置、
防災情報の提供

国⼟交通省、気象庁、
⿅児島県、宮崎県、関係市町

川内川⽔系内に設置されている各施設数（R3.3末時点）

 各機関において、防災情報の⼊⼿を⽬的に⽔位計・監視カメラ・⾬量計を設置しているところである。
 下図のように川内川流域内の施設位置を⽰し、⾃分が住んでいる地区にはどのような観測機器があるか､そして､⾃分の⾝を守るため

の防災情報として何の情報が取得できるか､⾃助・共助へ繋げるよう､防災意識の更なる向上を図る。
 また、洪⽔時における氾濫発⽣の可能性が⾼い箇所等の危険箇所や、地先レベルの⽔位・状況を把握することを⽬的に、危機管理型

⽔位計・簡易型カメラも設置しており、今後、必要に応じて、追加設置を⾏っていく。

【凡 例】

川内川流域における
⽔位計・監視カメラ・⾬量計の位置図

危機管理型水位計

簡易型河川監視カメラ

川内川水系流域治水プロジェクト【最終とりまとめ】
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